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１．はじめに 

東日本大震災では，橋台等の構造物との取付け盛土箇所における大きな沈下により，道路交通に障害が発

生した．この対策としては，地震対策型段差抑制工１）２）の有効性能が確認されている．本稿では，段差抑制

工を橋台，ボックスカルバートに隣接して設置する場合について，ケーススタディによる構造物照査を行っ

た．その結果から，構造物に隣接した段差抑制工の適用が可能なことを確認できたので報告する． 

２．検討ケース 

 構造物と連続する盛土箇所において，現場でのニーズがある次の３ケースを検討した． 

ケース１：構造物／橋台，接続方法／構造物に直接連結，土被り／薄い 

ケース２：構造物／ボックスカルバート，接続方法／構造物に直接連結，土被り／薄い 

ケース３：構造物／ボックスカルバート．接続方法／構造物にオーバーハング，土被り／中 

３．ケース１の検討結果 

 段差抑制工を橋台に直接，接続部材で連結する場合，盛土箇所で沈下

が発生すると，背面側に反力Ｐが作用する．主働土圧とは反対向きの力

であるため，橋台の安定上は有利に働く． 

パラペット部は，通常（常時）では背面側が引張領域になるが，反力

Ｐが作用すると引張領域は逆転して前面側になる．この場合において，

パラペット部の応力度照査をケーススタディした．橋台は図‐1 に示す

とおり，橋長２０ｍ程度の一般的な構造とした．また，反力Ｐは実物大

実験結果１）の最大引張荷重７０kN/m とし，接続部材２本の反力がパラ

ペット部に作用するものとした． 

応力照査の検討結果では，曲げ圧縮（σc＝2.5 N/mm2＜σca＝7.0N/m2），曲げ引張（σs＝136 N/mm2＜σ

sa＝160N/mm2）とも許容値内である．本ケースでは，段差抑制

工を連結しても橋台パラペットへの影響は少なく，適用性のあ

ることが確認できた． 

４．ケース２の検討結果 

 段差抑制工をボックスカルバートに接続部材で連結する場合，

盛土箇所で沈下が発生すると，両側に反力Ｐが作用する．ボッ

クスには，側壁上方の隅角部に外側の引張力 P が作用すること

になる． 

この場合において，ボックス部材の応力照査をケーススタデ

ィした．ボックスは図－2 に示すとおり，内空 5.0m×5.0m の一

般的な構造とした． 
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図－1 橋台接続検討の概略図 

図－2 ボックス連結検討の概略図 
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 段差抑制工設置前，設置後に沈下が発生した場合について，モー

メント図を図－3 に示す．設置後に沈下が発生すると，頂版中央の

下側と底版中央の上側において，約 5％程度モーメントが増加する．

また，側壁上方の隅角部の外側において，約 20％程度モーメントが

増加する．20％程度の応力度は，設計上では余裕をもたせるオーダ

ーであり，構造物の仕様によっては対策を必要としない．また，こ

の部分で補強が必要となる場合においても，繊維補強工法等で対策

可能なオーダーであり，適用性のあることが確認できた． 

５．ケース３の検討結果 

段差抑制工をボックスカルバートにオーバーハングして敷設する

場合，段差抑制工敷設前とは輪荷重の作用力が異なる．ボックス本

体には，高剛性な段差抑制工を介して輪荷重が作用することから，

ボックスに掛かる輪荷重は分散すると考えられる．これを確認する

ために，簡易モデルによるケーススタディを実施した． 

ボックスは図－4 に示すとおり，内幅の広い 12.7m の構造として

輪荷重の影響範囲を計算した．段差抑制工設置前では，一般に輪荷

重は４５°で分散してボックス本体に作用する．そのため，ボック

ス上面には約 4.5m 幅で分布する． 

これに対して複合剛性層を有する段差抑制工では，土より広い範

囲で輪荷重を受け持つことができる．複合剛性層の断面性能はまだ

不明確であるため，一本の梁部材として考えることとした． 

仮想の梁部材は，弾性領域では 4.0m スパンにおいて 25mm の

たわみ量を実験で確認したことから，この値から弾性係数（E

＝1.7×10６kN/m2）を設定した． 

段差抑制工を設置すると図－5 に示すとおり，その下面で約

7.0ｍの分布幅となり，さらに土の部分の 45°分散により約 9.0

ｍの分布幅になる．輪荷重は，段差抑制工設置前より約 2 倍の

分散効果を確認した．輪荷重の分散により，ボックス部材の応

力値が少なくなる場合があると考えられる．以上より，段差抑

制工を敷設することによる適用性が高いことを確認した． 

６．まとめ 

構造物と連続する土工部に段差抑制工を設置する場合につい

て，実現場で適用される 3 ケースについて橋台とボックスカル

バートの構造照査を行った．構造物は現地ごとに仕様は異なる

ものの，一般的な仕様について試設計した結果からは，現場に

おいて適用可能なことを確認した．なお，複合剛性層を有する

段差抑制工は，実験データをもとに力学的メカニズムを目的と

した弾塑性有限要素シミュレーションを別途実施中である． 
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図－3 ボックスのモーメント図 

図－4 設置前の輪荷重の分散 

図－5 設置後の輪荷重の分散 
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